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第１章 はじめに 

１ 趣旨 

（１）経緯 

 国においては、東日本大震災の発生時の教訓を踏まえ、平成２５年１２月に「強くし

なやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化法」（以下「基

本法」という。）を公布・施行し、大規模自然災害等に備えた国土の全域にわたる強靭

な国づくりを推進してきましたが、近年発生した災害の教訓を踏まえ、平成２６年６月

に閣議決定された「国土強靭化基本計画」（以下「国基本計画」という。）について、平

成３０年１２月及び令和５年７月に改訂されました。さらに、国基本計画に基づく「防

災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」により、大規模自然災害等に備え国土

の全域にわたる強靭な国づくりに向けて国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的

に推進してきました。加えて「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に

より、「大規模自然災害等への対応」、「インフラの老朽化対策」、「デジタル化等の推進」

について、取組の更なる加速化・深化を図ることとしています。 

 また、栃木県においても、平成２８年２月に策定された「栃木県国土強靭化地域計画」

（以下「県地域計画」という。）は、令和２年３月に改訂され、国と一体となって「強

さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安全・安心なとちぎづくりを推進することとしてお

ります。 

 本町では、令和元年１０月１２日に日本列島を襲った令和元年東日本台風（台風１９

号）により被害が発生するなど、年々自然災害の脅威が増してきているととらえ、今後

は、一層災害に強いまちづくりを目指すとともに、各施策への取組強化を図るため、こ

れまでの自然災害から得た教訓や基本法の趣旨を踏まえ、国、県及び関係機関と一体と

なって、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安心安全なまちづくりを推進するため、

「那珂川町国土強靭化地域計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 

 

（２）これまでの取組 

 本計画に位置付けられた取組については、令和２年度から概ね順調に推進しています

が、全国で発生している大規模地震や異常気象の頻発・激甚化を踏まえると、取組の更

なる推進や新たな課題への対応など、本町の強靭化に係る取組は、より一層重要さを増

しています。 

 

（３）改訂の目的 

 近年発生した災害から得た教訓や町の取組の推進状況を踏まえるとともに、国基本計

画・県地域計画と調和を図るため、令和７年度からの概ね５年間の取組を位置付けた計

画に改訂を行います。 
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２ 本計画の位置付け 

 本計画は、基本法第１３条の規定に基づき、本町における国土強靭化に関する施策に

ついて、統合的かつ計画的に推進するための基本的な計画として策定します。 

 また、基本法第１４条に基づき、国基本計画及び県地域計画と調和を保ちつつ、那珂

川町総合振興計画と整合性を図りながら、地域防災計画と連携するとともに、各個別計

画のなかで、強靭化に関する分野の指針として位置付けるものとします。 

 

計画の位置付けのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

那珂川町 

総合振興計画 

国：国基本計画 

県：県地域計画 

那珂川町 
国⼟強靭化地域計画 

調和 

整合性 

個別計画の強靭化に関する分野の指針 

那珂川町 

地域防災計画 
連携 

調和 

国⼟強靭化施策の推進 
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【参考】地域防災計画との関係図 

 国土強靭化地域計画 地域防災計画 

検 討 ア プ ロ ー チ 自然災害全般を想定 災害の種類ごと 

対 象 フ ェ ー ズ 発生前 発生前・発生時・発生後 

施 策 の 設 定 方 法 リスクシナリオに合わせる 
予防・応急・復旧等の具体的

対策 

 

 

 

【国土強靭化地域計画】              【地域防災計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

復 旧  
地域社会・

経済システ

ムの強靭化 

活動体制の

確立 

防災対策の

整備 

災害予防 応 急 

復 興 

発生前 発生後 
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第２章 地域計画策定の基本的な考え方 

 

 本町における強靭化を推進するうえで「基本理念」、「基本目標」を国基本計画及び県

地域計画を踏まえ、次のとおりとします。 

 

１ 基本理念 

  ４つの基本理念を設定し、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安全・安心なま

ちづくりを推進します。 

 

基本理念１ 町民の生命の保護が最大限図られること 

基本理念２ 町及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持さ 

れること 

基本理念３ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること 

基本理念４ 迅速な復旧・復興が図られること 

 

 

２ 基本目標 

  基本理念に基づき、本町の強靭化を推進するため、次の８つの基本目標を設定しま

す。 

 

  基本目標１ 直接死を最大限防ぐこと 

  基本目標２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等 

の健康・避難生活環境を確実に確保すること 

  基本目標３ 必要不可欠な行政機能は確保すること 

  基本目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保すること 

  基本目標５ 経済活動を機能不全に陥れさせないこと 

  基本目標６ ライフライン、燃料供給関連施設等の被害を最小限に留める

とともに、早期復旧を図ること 

  基本目標７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させないこと 

  基本目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を 

整備すること 
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３ 基本方針 

 本町における強靭化の推進に関する施策については、国基本計画及び県地域計画との

調和に留意し、次のとおり基本方針を定め、強靭化に向けた施策を推進します。 

 

（１）基本姿勢 

  ○人口減少や少子高齢化の更なる進行、各種社会資本の老朽化など社会情勢を踏ま 

えた施策を推進します。 

  ○子ども、女性、高齢者、障がい者、外国人等に十分配慮した対策を講じます。 

  ○「自助・共助・公助」を基本とし関係機関等と適切な連携・役割分担し、施策に 

取り組みます。 

 

（２）適切な施策の組み合わせ 

  ○施設の長寿命化対策や建築物の耐震化等のハード対策と、防災訓練や防災教育の 

実施等のソフト対策を適切に組み合わせ、効果的な施策を推進します。 

  ○非常時に効果を発揮するだけでなく、平常時においても町民生活の安心安全や生 

活の豊かさの向上等にも留意します。 

 

（３）効果的な施策の推進 

  ○各施策については、持続的な実施に配慮し、選択と集中による重点化を図ります。 

  ○既存の社会資本の有効活用及び効率的な維持管理を推進します。 

  ○限られた資金を最大限活用するため、民間投資の促進を図ります。 

○施策を効率的に進めるためのデジタル化等を推進します。 
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第３章 脆弱性評価 

１ 脆弱性評価の考え方 

 国基本計画及び県地域計画では、大規模自然災害等に対する脆弱性の分析・評価（以

下「脆弱性評価」という。）の結果を踏まえ、国土強靭化に必要な施策の推進方針が定

められています。 

 本計画の策定においても、以下の手順により脆弱性評価を行い、強靭化のための推進

方針を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定するリスク 

 国基本計画及び県地域計画においては、「大規模自然災害全般」を想定しており、本

町においても、地域防災計画を踏まえ、地震や台風に風水害等、大規模自然災害全般を

想定します。 

 

 

３ リスクシナリオの設定 

 脆弱性評価は、基本法第１７条第３項の規定に基づき、リスクシナリオを想定した上

で行うものとされており、国基本計画及び県地域計画との調和に留意しつつ、本町の地

域性を考慮して、設定した８つの「基本目標」の妨げとなる２３のリスクシナリオを次

のとおり設定します。  

手順１ 想定するリスクの設定 

手順２ 基本目標の妨げとなる起きてはならない最悪の事態 

（以下「リスクシナリオ」という。）の設定 

手順３ 施策分野の設定 

手順４ リスクシナリオを回避するための現状分析・評価 
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基本目標及びリスクシナリオ 

 

基本目標 No. リスクシナリオ 

１ 直接死を最大限防ぐこと 

1-1 

住宅・建物等の複合的大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の

倒壊、住宅密集地や不特定多数が集まる施設における火災によ

る死傷者の発生 

1-2 
河川の大規模氾濫等に伴う広域かつ長期的な市街地等の浸水に

よる多数の死傷者の発生 

1-3 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-4 情報伝達の不備による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

２ 

救助・救急、医療活動等が

迅速に行われるとともに、

被災者等の健康・避難生活

環境を確実に確保するこ

と 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギーの供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶、医療

施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医

療機能の麻痺 

2-5 

被災地における疫病・感染症等の大規模発生、劣悪な避難生活環

境及び不十分な健康管理による多数の被害者の健康状態の悪

化・死者の発生 

３ 
必要不可欠な行政機能は

確保すること 
3-1 町職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 

必要不可欠な情報通信機

能・情報サービスは確保す

ること 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達

できない事態 

５ 
経済活動を機能不全に陥

らせないこと 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の経済活動の低下 

5-2 
基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への

甚大な影響 

5-3 食料等の安定供給の停滞 

６ 

ライフライン、燃料供給関

連施設等の被害を最小限

に留めるとともに、早期復

旧を図ること 

6-1 電気、石油、ガス等のエネルギー供給機能の停止 

6-2 上下水道施設等の長期間にわたる機能停止 

6-3 防災インフラの長期間にわたる機能不全 
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７ 
制御不能な複合災害・二次

災害を発生させないこと 

7-1 
ため池、防災施設等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出

物の流出による多数の死傷者の発生 

7-2 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

８ 

社会・経済が迅速かつ従前

より強靭な姿で復興でき

る条件を整備すること 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞等により復旧・復興が

大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等の不足により、復旧・復興が大幅に遅れる事

態 
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４ リスクシナリオを回避するために必要な施策分野の設定 

 本計画では、強靭化を効果的に推進するため、国基本計画及び県地域計画の施策分野

を参考に、次の５つの分野について、リスクシナリオを回避するために必要な施策分野

として設定します。 

 

【５つの施策分野】 

（１）行政機能/消防 

（２）都市・インフラ 

（３）町民生活 

（４）産業・経済 

（５）情報通信 

 

５ リスクシナリオを回避するための現状分析・評価 

 各リスクシナリオに対し、施策・事業の進捗状況の観点などを含め、現状分析・評

価を実施しました。評価結果については、【別紙１】（P27～）「リスクシナリオごとの

脆弱性評価結果」のとおりです。 

 

６ 評価結果に基づく強靭化の取組について 

（１）ハード対策とソフト対策の適切な組合せによる施策の推進 

 防災・減災対策と強靭化に向けた取組については、ハード対策及びソフト対策と

もに、取組を進めてきたところですが、更なる対策の強化を図る必要があります。 

 今後、あらゆる災害に対し、より強靭なまちづくりを目指すためには、災害時に

も機能する社会インフラ等の施設整備、長寿命化対策及び耐震化等のハード対策

と、自主防災組織の育成、防災訓練や防災意識の啓発等のソフト対策を組み合わせ

ながら、対応していくことが重要であると考えられます。そのような取組のなか

で、行政、町民及び企業がそれぞれの役割を担いながら、より効率的かつ効果的に

なるよう、各施策を推進していく必要があります。 

 

（２）横断的な取組と関係機関等との連携 

 強靭化に向けた取組は、個々の施策の実施主体が、庁内においては各課横断的な

ものになるとともに、町以外にも、国、県及び民間事業者等との連携が必要となる

ことから、今後は、さらに、庁内一体となった取組を推進していくほか、国、県を

はじめとした関係機関、町民及び民間事業者と連携しながら、強靭化に向けた取組

の強化を図る必要があります。 
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第４章 強靭化の推進方針 

１ 施策ごとの推進方針 

 脆弱性評価の結果に基づき、リスクシナリオを回避するために必要な施策分野として

設定した５つの施策分野において、今後、取組が必要となる施策について検討のうえ、

次のとおり推進方針を定めるものとします。 

 なお、推進方針については、それぞれの施策間において、相互に関連する事項がある

ことから、施策の推進にあたっては、適切な役割分担のもと、施策の実効性や効率性が

確保できるよう、連携を図ります。 

 

 

２ 個別分野の推進方針 

（１）行政機能/消防 

①行政機能 

防災拠点機能の確保（リスクシナリオ３－１） 

◆災害発生時における迅速かつ的確な応急対策を実施するため、救出・救助活動、物

資輸送活動及び医療活動等において重要な役割を担う防災拠点の防災機能を関係機

関と連携を図りながら、計画的に整備します。 

【主な取組】 

 ○役場本庁舎、消防施設及び避難所等の計画的な防災機能の整備 

 

情報の収集・伝達体制の確保（リスクシナリオ１－４、４－１、４－２） 

◆災害発生時において、国、県、町及び防災関係機関相互の迅速かつ的確な情報の収

集、伝達体制を確保します。 

◆災害発生時において、リアルタイムに情報を収集し、町民へ的確に情報を伝達する

ため、ケーブルテレビネットワークを活用したライブカメラ等の情報を収集する設備

の整備を推進します。 

◆災害発生時において、災害状況の動画配信等により情報量の増大が見込まれること

から、ケーブルテレビネットワークについて、大容量の通信を可能とする光ファイバ

ーケーブルの整備を推進します。 

【主な取組】 

 ○防災行政情報システムを活用した効果的な情報収集及び伝達体制の在り方の検 

  討 

 ○ケーブルテレビ施設光化整備事業の推進 
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町民への災害情報の伝達（リスクシナリオ１－４、４－１、４－２） 

◆町民等への情報伝達手段として、ケーブルテレビネットワークの音声告知放送をは

じめ、災害に応じた手段を確立し、ICT 等を利活用した迅速かつ正確な災害情報の伝

達を図ります。 

【主な取組】 

 ○音声告知放送受信機整備推進 

 ○災害情報共有システム（L アラート）の適切な運用 

 

物資、資機材等の備蓄・調達体制の整備（リスクシナリオ２－１、５－３） 

◆災害発生直後の被災住民等の生活を確保するため、必要となる物資の現物備蓄及び

流通備蓄に計画的に取り組みます。 

【主な取組】 

 ○被害想定に基づく生活必需品の備蓄推進 

 ○被災住民の避難生活等において、必要となる防災用資機材の備蓄推進 

 ○民間業者との新たな協定締結の推進 

 

業務継続体制の整備（リスクシナリオ３－１、６－１） 

◆災害対策等優先的に行う業務を継続して実施できる体制を構築するため、業務継続

計画を策定します。 

【主な取組】 

 ○業務継続計画の策定 

 

電源の確保（リスクシナリオ４－１、４－２） 

◆災害発生時の迅速かつ的確な情報収集・伝達及び関係機関相互の情報共有等を図る

ため、安定した電源確保に取り組みます。 

◆ケーブルテレビ施設の停電に対応した電源供給システムの適正な維持管理に努め

ます。 

◆長時間かつ広域的な停電発生時において、ケーブルテレビネットワークによる情報

収集及び伝達を確保するため、現在の同軸ケーブルから電源供給を必要としない光フ

ァイバーケーブルへの整備事業を推進します。 

【主な取組】 

 ○町役場本庁舎における非常用電源設備の適切な維持管理 

 ○ケーブルテレビ施設における非常用電源設備の適切な維持管理 

 ○ケーブルテレビ施設光化整備事業の推進【再掲】 
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②消防 

消防広域応援体制の整備（リスクシナリオ２－３） 

◆町内で発生した大規模災害時における人命救助等を迅速かつ効果的なものとする

ための対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○緊急消防援助隊の受援体制の適切な運用 

 

相互応援体制の整備（リスクシナリオ２－３） 

◆町の対応能力を超える大規模災害に備え、地方自治体間の広域相互応援体制や関係

機関との協力体制を確立します。 

【主な取組】 

 ○災害時の相互応援協定の適切な運用 

 ○町の受援体制の整備 

 

【重要業績指標】 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 

業務継続計画の策定 策定 見直し

ケーブルテレビ施設光化整備事業 0 施設 1 施設
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（２）都市・インフラ 

社会資本等の老朽化対策（リスクシナリオ１－１） 

◆「那珂川町公共施設等総合管理計画」やその他個別計画等に基づき、中長期的な視

点による計画的な維持管理及び更新を図ります。 

【主な取組】 

 ○老朽化した公共施設等の計画的な改修等及び更新の推進 

 

町営住宅等の維持管理（リスクシナリオ１－１） 

◆居住者の安全確保、建築物の被害の軽減を図るため、「那珂川町営住宅等長寿命化

計画」に基づき、計画的な維持管理等を図ります。 

【主な取組】 

 ○老朽化した町営住宅等の計画的な改修等の推進 

 

住宅・建築物の耐震化（リスクシナリオ１－１） 

◆「那珂川町建築物耐震改修促進計画（二期計画）」に基づき、効果的な普及啓発を

行うとともに、国・県の支援制度を有効に活用し、耐震化を普及します。 

【主な取組】 

 ○国・県の支援制度による耐震診断、耐震改修及び建替え促進 

 ○広報誌や HP 等を活用した普及啓発活動の推進 

 

老朽危険空き家対策（リスクシナリオ１－１） 

◆災害発生時の倒壊等による危害を防ぐため、管理不十分な空き家等について、関係

機関と連携し、対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○老朽危険空き家の所有者等に対する助言、指導等の推進 

 ○空き家バンク制度等の活用 

 ○空き家等対策計画の推進 

 

総合的な水害対策（リスクシナリオ１－２、２－２） 

◆水害を予防し、河川等の安全性を高めるため、ハード対策とソフト対策を一体的に

推進します。 

【主な取組】 

 ○河川の堤防、護岸整備などの河川整備の要望 

 ○河川の堆積土除去、清掃活動等の要望 

 ○防災情報の提供及びハザードマップの有効活用 

 ○水害発生に関する警戒情報、避難情報などの災害情報伝達体制の整備 
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総合的な土砂災害対策（リスクシナリオ１－３、２－２） 

◆集中豪雨等による土砂災害等が発生した場合に、被害の軽減を図るため、ハード対

策とソフト対策が一体となった総合的な土砂災害対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○土砂災害対策施設の整備推進等の要望 

 ○土砂災害発生時の防災・減災対策の推進 

 ○防災情報の提供及びハザードマップの有効活用 

 

道路・河川管理施設の長寿命化対策（リスクシナリオ１－２） 

◆豪雨等による被害を最小限に止めるため、「那珂川町橋梁長寿命化修繕計画」等に

基づき、道路施設及び河川管理施設について、適正な維持管理や長寿命化対策を図り

ます。 

【主な取組】 

 ○定期点検・日常点検等の実施による施設の状況把握 

 ○適正な維持管理及び保全対策の推進 

 

道路の防災・減災（リスクシナリオ２－１、２－２、２－４、５－２、６－３） 

◆災害発生時においても安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路

の防災・減災対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○災害に強い道路整備の推進 

 ○通学路・歩道整備の推進 

 

水道施設の耐震化及び老朽化対策（リスクシナリオ６－２） 

◆災害発生時においても上水道の安定供給を行うため、計画的に上水道施設や管路の

耐震化及び老朽化対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○上水道施設の耐震化及び老朽化対策の推進 

 ○管路の耐震化及び老朽化対対策の推進 

 

下水道施設の耐震化及び老朽化対策（リスクシナリオ６－２） 

◆災害発生時においても下水道の機能停止を防ぐため、「那珂川町下水道総合地震対

策計画」に基づき、下水道施設の耐震化を推進します。 

◆下水道施設のストックマネジメント計画に基づき、計画的な施設の老朽化対策を推

進します。 

【主な取組】 

 ○ストックマネジメント計画の策定 

 ○下水処理施設の耐震化及び老朽化対策の推進 

 ○管路の耐震化及び老朽化対策の推進 
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農業集落排水施設の耐震化及び老朽化対策（リスクシナリオ６－２） 

◆災害発生時においても農業集落排水の機能停止を防ぐため、「那珂川町農業集落排

水施設最適整備構想」に基づき、計画的に農業集落排水施設の耐震化及び老朽化対策

を推進します。 

【主な取組】 

 ○農業集落排水施設の耐震化及び老朽化対策の推進 

 

浄化槽整備の推進（リスクシナリオ６－２） 

◆下水道等の整備区域外において、災害発生時における感染症等予防のため、災害に

強く早期に復旧できる合併処理浄化槽の普及を推進します。 

【主な取組】 

 ○合併処理浄化槽の普及推進 

 

有害物質の拡散・流出対策（リスクシナリオ７－２） 

◆災害発生時において、有害物質の拡散、流出等による健康被害や環境への悪影響を

防止するための対策、関係機関と連携した情報共有及び回収・処理体制を構築する対

策を推進します。 

【主な取組】 

 ○企業に対する各種規制基準による指導 

 ○大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、悪臭が発生した場合の改修・処理対策の構築 

 

災害廃棄物の処理体制の整備（リスクシナリオ８－１） 

◆国、県など関係機関との連携及び地方公共団体間の相互支援体制の整備など、災害

廃棄物を円滑かつ迅速に処理するための体制整備や、一時仮置き場を確保するための

対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○災害廃棄物等の早急な処理体制の強化 

 ○災害廃棄物等の仮置き場の確保 

 

地籍調査の推進（リスクシナリオ８－１） 

◆災害廃棄物の処理を円滑に処理するための現地復元性の高い地図を整備するため、

地籍調査を推進します。 

【主な取組】 

 ○地籍調査の推進 
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【重要業績指標】 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 

木造住宅の耐震化率 69.9％ 95.0％

空き家の利活用 4 件 25 件

特定空き家の除却 0 件 5 件

道路施設長寿命化対策個所数 19 箇所 32 箇所

町道の防災・減災対策整備済区画延長 4.0ｋｍ 6.9ｋｍ

下水道管路の耐震化率 51.9％ 69.0％

地籍整備済面積 138.78 ㎢ 149.56 ㎢
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（３）町民生活 

防災意識の高揚、防災教育の実施（リスクシナリオ１－４） 

◆災害発生時において、町全体で円滑かつ効果的な災害対策活動が行われるよう、普

及啓発及び防災教育を推進するとともに、国、県等関係機関及び民間団体等との連携

強化に努めます。 

◆災害発生時において、児童、生徒及び教職員が円滑に避難行動、防災活動が行える

よう、防災教育を推進します。 

【主な取組】 

 ○行政区等の自主防災組織に対する出前講座や防災訓練の実施啓発 

 ○地震や火災を想定した防災訓練等の実施 

 

火災予防に関する啓発活動（リスクシナリオ１－１） 

◆住宅火災の被害を軽減するため、住宅用火災報知器及び住宅用消火器等の設置を促

進します。 

【主な取組】 

 ○住宅用火災報知器及び消火器等の設置促進 

 

地域の消防力確保（リスクシナリオ１－１） 

◆災害発生時において、迅速かつ的確に消火・救助が行える体制を整備します。 

【主な取組】 

 ○消防施設等の計画的な整備 

 ○消防団員の確保や資質向上などの消防組織の充実・強化 

 

地域防災力の向上（リスクシナリオ１－４、８－２） 

◆災害発生時において、被害を最小限に止めるため、地域で対応できる体制を整え、

地域防災力の向上を図ります。 

【主な取組】 

 ○自主防災組織の育成・強化 

 ○防災士の養成 

 

避難行動要支援者等への対応（リスクシナリオ１－４） 

◆自治会、地域組織、民生委員・児童委員等の地域住民や福祉関係者等の連携を促進

することで、災害情報の避難行動要支援者等への伝達や避難誘導等の応急活動が実施

される体制の整備を図ります。 

【主な取組】 

 ○「災害時要支援者制度」の推進 

 ○「個別避難計画」の活用 

 ○平常時における行政区等の地域組織、民生委員及び児童委員等の地域住民や福祉

関係者等との情報連携 
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医療機関との連携強化（リスクシナリオ２－４） 

◆医療機関との連携・協力により、災害時医療救護体制の充実を図ります。 

【主な取組】 

 ○医療機関との災害発生時の医療救護活動に関する協定の締結 

 ○救護所の運営など連携・協力体制の構築 

 ○医療機関との通信訓練等の実施 

 

感染症等予防対策（リスクシナリオ２－５） 

◆医療機関と連携しながら、予防接種の実施や消毒等を行うための体制整備と感染予

防対策を実施します。 

【主な取組】 

 ○予防接種対象者の把握など予防接種実施体制の整備 

 ○衛生用品や消毒薬等の備蓄 

 

【再掲】物資、資機材等の備蓄・調達体制の整備（リスクシナリオ５－３） 

◆災害発生直後の被災住民等の生活を確保するため、必要となる物資の現物備蓄及び

流通備蓄に計画的に取り組みます。 

【主な取組】 

 ○被害想定に基づく、生活必需品の備蓄推進 

 ○被災住民の避難生活等において、必要となる防災用資機材の備蓄推進 

 ○民間業者との新たな協定締結の推進 

 

ライフラインの災害対応力強化（リスクシナリオ６－１） 

◆災害発生時において、ライフラインの損傷は、発生時の住民等の生活に大きな影響

を及ぼすため、その機能を維持・確保や早期復旧を図るため、災害に対する対応力強

化を図ります。 

【主な取組】 

 ○災害対策上重要な設備の耐震化促進 

 

コミュニティ活動への支援（リスクシナリオ８－２） 

◆災害発生時における復旧・復興を円滑に進めるため、地域コミュニティの基盤であ

る行政区等の活動等を支援します。 

【主な取組】 

 ○行政区等活動への支援 

 ○コミュニティ施設整備への支援 
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【重要業績指標】 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 

消防団員充足率 89.9％ 現状値より増加

防災士養成数 14 人 20 人
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（４）産業・経済 

事業所等における事業継続計画（BCP）策定の促進（リスクシナリオ５－１） 

◆各事業所において、災害発生時における事業活動の継続に必要な非常用電源の確保

や事業継続計画（BCP）策定を促進します。 

【主な取組】 

 ○事業継続計画（BCP）策定促進 

 

農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力の強化（リスクシナリオ５－３） 

◆災害発生時において、食料供給元となる農業用施設の被害を最小限に抑えるため、

農業水利施設や農林業共同利用施設などの適切な維持管理について計画的に取り組

みます。 

【主な取組】 

 ○頭首工、水路施設等の適切な維持管理 

 

山地防災対策（リスクシナリオ１－３） 

◆山地に起因する土砂災害の被害軽減を図るため、山地防災対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○土砂災害等から円滑に避難するための警戒周知 

 ○防災情報の提供及びハザードマップの有効活用 

 

農林道の整備（リスクシナリオ２－２、２－４、６－３） 

◆災害発生時においても、迂回路としても活用できるような安全で信頼性の高い道路

ネットワークを確保するため、計画的な農林道の維持管理に努めます。 

【主な取組】 

 ○農林道の適切な維持管理 

 

農業水利施設の老朽化対策及び耐震化（リスクシナリオ７－１） 

◆農業水利施設の現状を把握し、計画的に老朽化対策及び耐震化を推進します。 

【主な取組】 

 ○防災重点農業用ため池事業実施計画を策定 

○ため池防災工事の実施 

 ○農業水利施設の老朽化対策及び耐震化の推進 

 

農地・農業用水利施設等の適切な保全管理（リスクシナリオ７－３） 

◆災害発生時において、農業用施設の被害を最小限に抑えるため、農地及び農業水利

施設等の適切な保全管理を促進します。 

【主な取組】 

 ○農地及び農業用水利施設等の適切な保全管理の促進 
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森林の適切な保全（リスクシナリオ７－３） 

◆森林の荒廃を防ぐため、森林経営管理制度に基づく森林整備事業や里山林整備事業

等を推進します。 

【主な取組】 

 ○森林整備事業及び里山林整備事業の推進 

 ○林業担い手の確保及び育成の促進 

 

鳥獣害防止対策（リスクシナリオ７－３） 

◆農地や森林の荒廃を防ぐため、「那珂川町鳥獣被害防止計画」に基づき、有害鳥獣

による被害防止対策を推進します。 

【主な取組】 

 ○有害鳥獣の捕獲促進 

 ○那珂川町鳥獣被害対策実施隊の発足及び運営 

 ○捕獲担い手の確保及び育成の促進 

 ○イノシシ肉加工施設の適切な運営 

 

【重要業績指標】 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 

ため池防災工事        0 箇所 15 箇所

森林経営管理制度施業地区数 3 地区 9 地区

町内におけるイノシシ捕獲頭数 206 頭/年 300 頭/年

那珂川町鳥獣被害対策実施隊隊員数 0 人 20 人
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（５）情報通信 

情報の収集・伝達体制の確保（リスクシナリオ１－４、４－１、４－２） 

◆災害発生時において、リアルタイムに情報を収集し、町民へ的確に情報を伝達する

ため、ケーブルテレビネットワークを活用したライブカメラ等の情報を収集する設備

の整備を推進します。【再掲】 

◆災害発生時において、災害状況の動画配信等により情報量の増大が見込まれること

から、ケーブルテレビネットワークについて、大容量の通信を可能とする光ファイバ

ーケーブルへの整備を推進します。【再掲】 

【主な取組】 

 ○ケーブルテレビ施設光化整備事業の推進【再掲】 

 

町民への災害情報の伝達（リスクシナリオ１－４、４－１、４－２） 

◆町民等への情報伝達手段として、ケーブルテレビネットワークの音声告知放送をは

じめ、災害に応じた手段を確立し、ICT 等を利活用した迅速かつ正確な災害情報の伝

達を図ります。【再掲】 

【主な取組】 

 ○音声告知放送受信機整備推進【再掲】 

 

電源の確保（リスクシナリオ４－１、４－２） 

◆ケーブルテレビ施設の停電に対応した電源供給システムの適正な維持管理に努め

ます。【再掲】 

◆長時間かつ広域的な停電発生時において、ケーブルテレビネットワークによる情報

収集及び伝達を確保するため、現在の同軸ケーブルから電源供給を必要としない光フ

ァイバーケーブルへの整備事業を推進します。【再掲】 

【主な取組】 

 ○ケーブルテレビ施設における非常用電源の適切な維持管理【再掲】 

 ○ケーブルテレビ施設光化整備事業の推進【再掲】 

 

【重要業績指標】 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 

ケーブルテレビ施設光化整備事業【再掲】 0 施設 1 施設
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第５章 計画の推進と進捗管理 

１ 優先的に取り組む施策 

 限られた資源で効率的かつ効果的に国土強靭化を進めるためには、優先的に取り組

む施策を明確にして、重点的に取組を進める必要があります。 

 本計画では、「人命保護」を最優先とする観点から、リスクが回避されなかった場合

の影響の大きさなどを勘案し、リスクシナリオ単位で優先的に取り組む施策を設定し

ました。 

 

優先的に取り組む施策に係るリスクシナリオ 

 

基本目標 No. リスクシナリオ 

１ 直接死を最大限防ぐこと 

1-1 

住宅・建物等の複合的大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の

倒壊、住宅密集地や不特定多数が集まる施設における火災によ

る死傷者の発生 

1-2 
河川の大規模氾濫等に伴う広域かつ長期的な市街地等の浸水に

よる多数の死傷者の発生 

1-3 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-4 情報伝達の不備による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

２ 

救助・救急、医療活動等が

迅速に行われるとともに、

被災者等の健康・避難生活

環境を確実に確保するこ

と 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギーの供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶、医療

施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医

療機能の麻痺 

2-5 

被災地における疫病・感染症等の大規模発生、劣悪な避難生活環

境及び不十分な健康管理による多数の被害者の健康状態の悪

化・死者の発生 

３ 
必要不可欠な行政機能は

確保すること 
3-1 町職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

 

 以上を踏まえ、「第４章 強靭化の推進方針」において整理した施策分野ごとの推進

方針のうち、優先的に取り組む施策の項目は、次項のとおりとなります。 
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優先的に取り組む施策の項目 
 

施 策 分 野 項     目 

（１）行政機能/消防 <行政機能> 

○防災拠点の機能確保 

○情報の収集・伝達体制の確保 

○町民への災害情報の伝達 

○物資・資機材等の備蓄・調達体制の整備 

○業務継続体制の整備 

<消防> 

○消防広域応援体制の整備 

○相互応援体制の整備 

（２）都市・インフラ ○社会資本等の老朽化対策 

○住宅、建築物の耐震化 

○総合的な水害対策 

○総合的な土砂災害対策 

○道路・河川管理施設の長寿命化対策 

○道路の防災・減災 

○水道施設・下水道施設・農業集落排水施設の老朽化対策

及び耐震化 

○浄化槽整備の推進 

（３）町民生活 ○防災意識の高揚・防災教育の実施 

○地域の消防力確保 

○地域防災力の向上 

○避難行動要支援者等への対応 

○医療機関との連携強化 

（４）産業・経済 ○山地防災対策 

○農林道の整備 

○農業水利施設の老朽化対策及び耐震化 

○森林の適切な保全 

○鳥獣害防止対策 

（５）情報通信 ○情報の収集・伝達体制の確保 

○町民への災害情報の伝達 

○電源の確保 

 

また、リスクへの対応に向けた各施策分野の項目に関する個別事業計画について

は、【別紙２】（P41～）に示すものとし、各事業の進捗状況や新規事業の追加等を踏ま

え、必要に応じて適宜見直しを行います。 
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２ 各種施策の進捗管理 

 本計画の推進方針に基づく各種施策については、本町の総合振興計画と連携しなが

ら、計画的かつ着実に取組を推進します。 

 また、本計画の進行管理は、総合振興計画の進捗とあわせて、取組の効果を検証す

るとともに、必要に応じて計画の見直しを図りながら、強靭化に向けた取組を推進し

ていきます。 
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【別紙１】 

リスクシナリオごとの脆弱性評価結果 

基本目標 １ 直接死を最大限防ぐこと 

リスクシナリオ 1-1 住宅・建物等の複合的大規模倒壊や不特定多数が集まる施

設の倒壊、住宅密集地や不特定多数が集まる施設における火災に

よる死傷者の発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（住宅・建築物の耐震化） 

・木造住宅の耐震化については、「那珂川町建築物耐震改修促進

計画」に基づき、耐震改修等の補助事業を行っているが、更なる

耐震化の促進を図る必要がある。 

 

（社会資本等の老朽化対策） 

・高度経済成長期に整備された社会資本等の老朽化が見込まれ

ることから、「那珂川町公共施設等総合管理計画」やその他個別

計画に基づき、適切な維持管理等を行う必要がある。 

・学校施設及び社会教育施設においても老朽化対策等を図り、新

設や改修等、施設の維持保全を図る必要がある。 

 

（町営住宅の維持管理） 

・居住者の安全確保、計画的な修繕・改善による長寿命化を図り、

安全性や居住性の高い町営住宅を確保する必要がある。 

 

（老朽危険空き家対策） 

・災害発生時の倒壊等による危害を防ぐため、管理が不十分な老

朽空き家等について関係機関と連携し、除却や適正管理の指導等

の対策を進める必要がある。 

 

（火災予防に関する啓発活動） 

・令和６年６月時点の調査によると、住宅用火災報知器の設置

は、全国・県平均を上回っているが、条例適合率は、県平均を下

回っていることから、地域や事業所における火災予防、防火知識

の普及啓発を更に行う必要がある。 

 

（地域の消防力確保） 

・消防活動上重要な、耐震性防火水槽及び消火栓の消防水利、消

防車両等の整備を計画的に進める必要がある。 

・地域消防防災力の中核的な役割を担う消防団への入団促進、安

全装備品の整備など、消防団活動の更なる充実強化を図る必要が

ある。 
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リスクシナリオ 1-2 河川の大規模氾濫等に伴う広域かつ長期的な市街地等の浸

水による多数の死傷者の発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（総合的な水害対策） 

・必要に応じて部分的な水路の改修等を行っているが、未だ多く

の箇所が未整備であるため、継続的な改修を行う必要がある。 

 

（道路・河川管理施設の長寿命化対策） 

・道路及び河川機能を確保するため、老朽化した施設の長寿命化

を図る必要がある。 

 

リスクシナリオ 1-3 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（総合的な土砂災害対策） 

・町内には多くの土砂災害危険個所があることから、国及び県に

対して、砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業等の事業推進を要請す

る必要がある。 

 

（山地防災対策） 

・森林の持つ水源涵養、土砂流出防止等の公益的機能を高め、山

地に起因する被害発生を防ぐため、森林及び治山施設の整備を推

進する必要がある。 

 

リスクシナリオ 1-4 情報伝達の不備による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の

発生  

脆弱性 

評価結果 

 

（防災意識の高揚、防災教育の実施） 

・町民が自ら身の安全を確保し、地域の防災活動に積極的に参加

するよう、ハザードマップの活用等により、防災意識の高揚を図

る必要がある。 

・児童生徒に対し、自らの命を守る等の防災教育により防災意識

を高める必要がある。 

 

（地域防災力の向上） 

・災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、平常時か

ら地区防災組織の育成や消防団の充実及び強化を図り、危険箇所

や避難行動要支援者等の把握、防災資機材の整備、防災知識・技

術の習得、地域防災力を向上させる必要がある。 

・災害発生時における自助及び互助による対応を構築するため、

地域の防災リーダーとなる防災士を行政区ごとに養成し、地域防

災力の向上を図る必要がある。 
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（情報の収集・伝達体制の確保） 

・災害発生時に、国、県、町及び防災関係機関相互の迅速かつ的

確な情報の収集・伝達を確保するため、より効果的な体制を確立

する必要がある。 

・災害発生時に、ケーブルテレビネットワークを活用したライブ

カメラの整備等、リアルタイムで情報収集するための整備を推進

する必要がある。 

 

（町民への災害情報の伝達） 

・町民等への情報伝達手段としては、ケーブルテレビネットワー

クを活用した音声告知放送、屋外スピーカー、データ放送、緊急

速報メール、町ホームページ及び消防団車両等の活用を推進する

必要がある。 

・地域の実情や地震、豪雨等の災害に応じて、災害情報の伝達手

段や通信設備の充実及び強化を図る必要がある。 

・ケーブルテレビネットワークで伝達する災害情報については、

動画の提供等、通信量が増加することが見込まれるため、大容量

に対応した通信基盤を整備する必要がある。 

 

（避難行動要支援者等への対応） 

・災害発生時に、自力で避難することが困難な避難行動要支援者

に対して、情報伝達や避難誘導等を迅速に行える体制を整備する

必要がある。 

・平常時から避難行動要支援者の把握等に努め、避難行動要支援

者等に対する見守り活動を行うなど、地域の支援体制の整備を推

進する必要がある。 
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基本目標 ２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者

等の健康・避難生活環境を確実に確保すること 

リスクシナリオ 2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物

資・エネルギーの供給の長期停止 

脆弱性 

評価結果 

 

（道路の防災・減災） 

・災害発生時における道路機能を確保するため、道路及び橋梁の

整備にあたっては、災害に強い施設の整備を推進する必要があ

る。 

・緊急時等において迅速な活動を行うため、災害発生時における

道路機能の確保や応急復旧等の対応について建設業者等との協

定等、連携強化を図る必要がある。 

 

（物資、資機材等の備蓄・調達体制の整備） 

・災害発生から約３日間は、平常時のルートによる物資の供給や

外部支援が困難となるため、計画的に、飲料水及び生活必需品等

を備蓄しておく必要がある。 

・食料、飲料水、生活必需品及び防災用資機材等を確保するため、

他自治体との相互応援協定や事業者と協定を締結しているが、平

常時から連絡を取り合うなど連携を深める必要がある。 

 

リスクシナリオ 2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（農林道の整備） 

・災害発生時に迂回路となる農道や林道を把握し、整備を進める

など、避難路を確保する必要がある。 

 

リスクシナリオ 2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

脆弱性 

評価結果 

 

（相互応援体制の整備） 

・自然災害等による大規模災害の発生に備え、行政や防災関係機

関の連携を図る必要がある。 

 

（消防広域応援体制の整備） 

・災害発生時における人命救助活動等を迅速かつ効果的なもの

とするため、消防の広域応援体制に基づき、応援及び受援対応の

相互連携を図る必要がある。 
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リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶、

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶によ

る医療機能の麻痺  

脆弱性 

評価結果 

 

（医療機関との連携強化） 

・災害発生時の医療体制を確保するため、医療機関と緊急時にお

ける協力応援体制を確認するとともに訓練を実施する必要があ

る。 

・災害発生時の医療救護活動を迅速に実施するため、医療機関と

連携し、医療班の編成体制を整える必要がある。町は、救護班の

活動に必要な資機材等を提供する必要がある。 

・災害時に負傷者に対応するため、医療機関等と連携し、救護所

を設置し、医療救護活動を実施する必要がある。 

 

（道路の防災・減災）※再掲 

・災害発生時における道路機能を確保するため、道路及び橋梁の

整備にあたっては、災害に強い施設の整備を推進する必要があ

る。 

・緊急時等において迅速な活動を行うため、災害発生時における

道路機能の確保や応急復旧等の対応について建設業者等との協

定等、連携強化を図る必要がある。 

 

リスクシナリオ 2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生、劣悪な避難

生活環境及び不十分な健康管理による多数の被害者の健康状態

の悪化・死者の発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（感染症等予防対策） 

・被災場所や避難場所における感染症の発生予防及びまん延防

止のため、平常時から予防接種や消毒等の感染症予防対策を行う

必要がある。 
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基本目標 ３ 必要不可欠な行政機能は確保すること 

リスクシナリオ 3-1 町職員・施設等の被災による機能の大幅な低下  

脆弱性 

評価結果 

 

（業務継続体制の整備） 

・被災により、職員、庁舎及びライフライン等の利用が制約され

る状況下において、災害対策等優先的に行う業務を継続して実施

できる体制を構築するため、業務継続計画を策定する必要があ

る。 

 

（防災拠点機能の確保） 

・災害発生時における迅速かつ的確な災害応急対策を実施する

ため、消火、救出、救助、物資輸送及び医療活動等において重要

な役割を担う災害活動拠点や防災上重要な町有建築物について、

防災機能の確保や耐震化を、関係機関と連携を図りながら、計画

的に推進する必要がある。 
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基本目標 ４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保すること 

リスクシナリオ 4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

脆弱性 

評価結果 

 

（電源の確保） 

・災害発生後の迅速かつ的確な情報収集・伝達及び関係機関相互

の情報の共有等を図るため、安定した電源確保に資する取組を推

進する必要がある。 

・災害発生時に、国、県、町及び防災関係機関相互の迅速かつ的

確な情報の収集・伝達を確保するため、より効果的な体制を確立

する必要がある。 

・情報発信の拠点となるケーブルテレビ放送センターの電源供

給システムの安定的な運用や伝送路の同軸ケーブルから光ファ

イバーケーブルへの整備など、災害発生時の停電においても確実

かつ安定的な情報伝達を確保するための耐災害性の強化を講じ

る必要がある。 

 

（情報の収集・伝達体制の確保）※再掲 

・災害発生時に、国、県、町及び防災関係機関相互の迅速かつ的

確な情報の収集・伝達を確保するため、より効果的な体制を確立

する必要がある。 

・災害発生時に、ケーブルテレビネットワークを活用したライブ

カメラの整備等、リアルタイムで情報収集するための整備を推進

する必要がある。 

 

（町民への災害情報の伝達）※再掲 

・町民等への情報伝達手段としては、ケーブルテレビネットワー

クを活用した音声告知器、屋外スピーカー、データ放送、緊急速

報メール、町ホームページ及び消防団車両等の活用を推進する必

要がある。 

・地域の実情や地震、豪雨等の災害に応じて、災害情報の伝達手

段や通信設備について充実及び強化を図る必要がある。 

・ケーブルテレビネットワークで伝達する災害情報については、

動画の提供等、通信量が増加することが見込まれるため、大容量

に対応した通信基盤を整備する必要がある。 
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リスクシナリオ 4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に

伝達できない事態  

脆弱性 

評価結果 

 

（電源の確保）※再掲 

・災害発生後の迅速かつ的確な情報収集、伝達及び関係機関相互

の情報の共有等を図るため、安定した電源確保に資する取組を推

進する必要がある。 

・情報発信の拠点となるケーブルテレビ放送センターの電源供

給システムの整備や伝送路の同軸ケーブルから光ファイバーケ

ーブルへの整備など、災害発生時の停電においても確実かつ安定

的な情報伝達を確保するための耐災害性の強化を講じる必要が

ある。 

 

（情報の収集・伝達体制の確保）※再掲 

・災害発生時に、国、県、町及び防災関係機関相互の迅速かつ的

確な情報の収集・伝達を確保するため、より効果的な体制を確立

する必要がある。 

 

（町民への災害情報の伝達）※再掲 

・町民等への情報伝達手段としては、ケーブルテレビネットワー

クを活用した音声告知器、屋外スピーカー、データ放送、緊急速

報メール、町ホームページ及び消防団車両等の活用を推進する必

要がある。 

・地域の実情や地震、豪雨等の災害に応じて、災害情報の伝達手

段や通信設備について充実及び強化を図る必要がある。 
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基本目標 ５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の経済活動の低

下 

脆弱性 

評価結果 

 

（事業所等における事業継続計画（ＢＣＰ）の促進） 

・災害発生時において被害を最小限に食い止めることができる

よう、平常時から、災害発生時において重要業務を継続するため

の事業継続計画の策定を促進するとともに、防災体制の整備や防

災訓練、事業所の耐震化、地域の防災活動への協力などの体制を

整える必要がある。 

 

リスクシナリオ 5-2 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流

への甚大な影響 

脆弱性 

評価結果 

 

（道路の防災・減災）※再掲 

・災害発生時における道路機能を確保するため、道路及び橋梁の

整備にあたっては、災害に強い施設の整備を推進する必要があ

る。 

・緊急時等において迅速な活動を行うため、災害発生時における

道路機能の確保や応急復旧等の対応について建設業者等との協

定等、連携強化を図る必要がある。 

 

リスクシナリオ 5-3 食料等の安定供給の停滞 

脆弱性 

評価結果 

 

（農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力の強化） 

・災害発生時の被害を最小限に抑えるため、ため池、頭首工及び

農業用排水路等の農業用施設の整備、補修等適切な維持管理や、

有事の際の迅速かつ適切な施設管理、管理技術者の育成及び確保

等、管理体制の強化を促進する必要がある。 

 

（物資、資機材等の備蓄・調達体制の整備）※再掲 

・災害発生から約３日間は、平常時のルートによる物資の供給や

外部支援が困難となるため、計画的に、食料、飲料水及び生活必

需品等を備蓄しておく必要がある。 

・食料、飲料水、生活必需品及び防災用資機材等を確保するため、

他自治体との相互応援協定や事業者と協定を締結しているが、平

常時から連絡を取り合うなど連携を深める必要がある。 
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基本目標 ６ ライフライン、燃料供給関連施設等の被害を最小限に留める

とともに、早期復旧を図ること 

リスクシナリオ 6-1 電気、石油、ガス等のエネルギー供給機能の停止  

脆弱性 

評価結果 

 

（ライフラインの災害対応力強化） 

・災害発生時におけるライフライン機能の維持、確保及び早期復

旧を図るため、ライフラインの耐震性を強化するとともに、代替

機能の確保等、関係機関と連携しながら災害対応力を強化する必

要がある。 

 

（業務継続体制の整備）※再掲 

・被災により、職員、庁舎及びライフライン等が制約される状況

下において、災害対策等優先的に行う業務を継続して実施できる

体制を構築するため、業務継続計画を策定する必要がある。 

 

リスクシナリオ 6-2 上下水道施設等の長期間にわたる機能停止  

脆弱性 

評価結果 

 

（水道施設の耐震化及び老朽化対策） 

・災害発生時においても安定して水を供給できるよう、計画的に

上水道施設の耐震化及び老朽化対策を推進する必要がある。 

 

（下水道施設の耐震化及び老朽化対策） 

・災害発生時に下水道施設の破損による機能停止を防止するた

め、計画的に施設の改修と老朽施設の更新や耐震化を図る必要が

ある。 

 

（農業集落排水施設の耐震化及び老朽化対策） 

・災害発生時においても継続的に汚水処理機能を確保するため、

計画的に農業集落排水施設の改修や老朽化対策を推進する必要

がある。 

 

（浄化槽の整備） 

・災害発生時における生活環境の保全及び公衆衛生確保のため、

浄化槽の普及を促進する必要がある。 

 

リスクシナリオ 6-3 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

脆弱性 

評価結果 

 

（農林道の整備）※再掲 

・災害発生時に迂回路となる農道や林道を把握し、整備を進める

など、避難路を確保する必要がある。 

 

（道路の防災・減災）※再掲 

・災害発生時における道路機能を確保するため、道路及び橋梁の
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整備にあたっては、災害に強い施設の整備を推進する必要があ

る。 

・緊急時等において迅速な活動を行うため、災害発生時における

道路機能の確保や応急復旧等の対応について建設業者等との協

定等、連携強化を図る必要がある。 
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基本目標 ７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させないこと 

リスクシナリオ 7-1 ため池、防災施設等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火

山噴出物の流出による多数の死傷者の発生 

脆弱性 

評価結果 

 

（農業水利施設等の老朽化対策及び耐震化） 

・被災した場合に影響が大きい農業水利施設等の損壊による被

害を防止するため、ハザードマップ作成、老朽化及び耐震化等の

対策を推進する必要がある。 

 

リスクシナリオ 7-2 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃  

脆弱性 

評価結果 

 

（有害物質の拡散・流出対策） 

・災害発生時における倒壊建屋等からの有害物質の拡散、流出等

による健康被害や環境への悪影響を防止するための対策、関係機

関と連携した情報共有や回収・処理体制を構築する必要がある。

 

リスクシナリオ 7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大  

脆弱性 

評価結果 

 

（農地・農業用水利施設等の適切な保全管理） 

・農村が有する多面的機能が発揮されるよう、地域の共同による

農地及び農業用水利施設の保全活動や、地域における生産活動へ

の支援等を推進する必要がある。 

 

（森林の適切な保全） 

・森林が有する林産物の供給、水資源の涵養、山地災害の防止等

の多面的機能の維持及び増進を図るため、造林、間伐等の森林整

備や治山対策をする必要がある。 

 

（鳥獣被害防止対策） 

・農地や森林の荒廃を未然に防止するため、鳥獣被害防止対策等

を行い、農地や森林の多面的機能が維持されるよう、保全管理す

る必要がある。 
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基本目標 ８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を

整備すること 

リスクシナリオ 8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞等により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

脆弱性 

評価結果 

 

（災害廃棄物の処理体制の整備） 

・国、県等関係機関との連携及び地方公共団体間の相互支援体制

の整備等、災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理するための体制整備

や、一時仮置き場等の確保を図る必要がある。 

 

（地籍調査の推進） 

・被災後の迅速な復旧及び復興が可能となる現地復元性のある

地図を整備するため、地籍調査の推進を図る必要がある。 

 

リスクシナリオ 8-2 復興を支える人材等の不足により、復旧・復興が大幅に遅

れる事態  

脆弱性 

評価結果 

 

（地域防災力の向上）※再掲 

・災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、平常時か

ら地区防災組織の育成や消防団の充実及び強化を図り、危険箇所

や避難行動要支援者等の把握、防災資機材の整備、防災知識・技

術の習得、地域防災力を向上させる必要がある。 

・災害発生時における自助及び互助による対応を構築するため、

地域の防災リーダーとなる防災士を行政区ごとに養成し、地域防

災力の向上を図る必要がある。 

 

（コミュニティ活動への支援） 

・災害発生時における復旧・復興を円滑に進めるためには、地域

コミュニティの基盤である行政区の活動を支援する必要がある。
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【別紙２】 

各施策分野ごとの個別事業実施計画 

（１）町道 

種別 
路線名等 

【事業箇所】 
事業内容 

事業数量

【ｍ】 

事業実施計画年度 計画事業費 

【百万円】 
備考 

R7 R8 R9 R10 R11

町道 
町道上郷須賀川線

【大山田上郷】 
現道拡幅 1,870 

     

700 
令和 11 年度

完了予定 
     

町道 
町道薬利後沢線 

【三輪】 
現道拡幅 2,300 

     

500 
令和 11 年度

完了予定 
     

町道 
町道一渡戸大鳥線

【馬頭】 
現道拡幅 680 

     

300 
令和 11 年度

完了予定 
     

町道 
町道金谷線 

【富山】 
現道拡幅 1,050 

     

200 
令和 10 年度

完了予定 
     

町道 
町道芳井線 

【芳井】 
現道拡幅 1,600 

     

400 
令和 11 年度

完了予定 
     

町道 
町道小口長峰線 

【小口】 
現道拡幅 1,760 

     

400 
令和 11 年度

完了予定 
     

 

（２）上水道 

種別 
公共施設名 

【事業箇所】 
事業内容 

事業数量

【ｍ】 

事業実施計画年度 計画事業費 

【百万円】 
備考 

R7 R8 R9 R10 R11

上水道 

川崎浄水場 

高区送水管 

【馬頭】 

送水管 

耐震化 
260 

     

40 
令和 9年度 

完了予定 
     

上水道 
川崎浄水場 

【久那瀬】 

浸水災害 

対策 
1 箇所 

     

500 
令和 11 年度

完了予定 
     

上水道 

川崎浄水場 

低区配水池 

【馬頭】 

配水池 

耐震化 
1 箇所 

     

200 
令和 11 年度

以降継続 
     

上水道 

中部浄水場 

送水管 

【小川】 

送水管 

耐震化 
2,700 

 
 

   

400 
令和 11 年度

以降継続 
     

 



 

42 

 

（３）下水道 

種別 
公共施設名 

【事業箇所】 
事業内容 

事業数量

【ｍ】 

事業実施計画年度 計画事業費 

【百万円】 
備考 

R7 R8 R9 R10 R11

下水道 
その他の重要な幹線

(処理場へ直結する

幹線管路)【小川】 

管渠 

耐震化 
659 

     

42 
令和 8年度 

完了予定 
     

下水道 

小川水処理 

センター 

【小川】 

耐震化 1 箇所 

     

44 
令和 11 年度

以降継続 
     

下水道 

ストックマネジメ

ント計画に基づく

幹線 

【馬頭・小川】 

点検診断 4,576 

     

30 
令和 11 年度

以降継続 
     

下水道 

小川水処理 

センター 

【小川】 

長寿命化 1 箇所 

     

837 
令和 11 年度

以降継続 
     

下水道 

ストックマネジメ

ント計画策定 

(第 2期) 

計画策定  

     

10 
令和 9年度 

完了予定 
     

 

（４）情報通信 

種別 事業箇所 事業内容 
事業数量

【ｍ】 

事業実施計画年度 計画事業費 

【百万円】 
備考 

R7 R8 R9 R10 R11

通信 那珂川町全域 FTTH 化 1 箇所 

     

952 
令和 7年度 

完了予定 
     

【補助事業】 

ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業 

高度無線環境整備推進事業 
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【参考資料１】 

重要業績指標一覧 

 

（１）行政機能/消防 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 
担当課 

業務継続計画の策定 策定 見直し 総務課 

ケーブルテレビ施設光化整備事業 0 施設 1 施設 企画財政課 

 

 

（２）都市・インフラ 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 
担当課 

木造住宅の耐震化率 69.9％ 95.0％ 建設課 

空き家の利活用 4 件 25 件 企画財政課 

特定空き家の除却 0 件 5 件 建設課 

道路施設長寿命化対策個所数 19 箇所 32 箇所 建設課 

町道の防災・減災対策整備済区画延長 4.0ｋｍ 6.9ｋｍ 建設課 

下水道管路の耐震化率 51.9％ 69.0％ 上下水道課 

地籍整備済面積 138.78 ㎢ 149.56 ㎢ 建設課 

 

 

（３）町民生活 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 
担当課 

消防団員充足率 87.9％ 現状値より増加 総務課 

防災士養成数 14 人 20 人 総務課 
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（４）産業・経済 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 
担当課 

ため池災害工事 0 箇所 15 箇所 産業振興課 

森林経営管理制度施業地区数 3 地区 9 地区 産業振興課 

町内におけるイノシシ捕獲頭数 206 頭/年 300 頭/年 産業振興課 

那珂川町鳥獣害対策実施隊隊員数 0 人 20 人 産業振興課 

 

 

（５）情報通信 

指   標 
現状値 

（R５） 

目標値 

（R11） 
担当課 

ケーブルテレビ施設光化整備事業【再掲】 0 施設 1 施設 企画財政課 
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